
別表第１

補助対象事業の要件
１　定義

（1）　直接雇用とは、事業実施主体において補助事業実施前に従業員でなかった者を、事業計画期間内に、雇用保険の被保険者として、６月以上雇用する形態（延人役が６月を超える場合は同様とみなす。）をいう。

（2）　波及効果とは、活性化拠点施設の整備によって直接導かれる経済効果と活性化拠点施設の整備によって付随的に発生する経済効果を合計したもので、原則として、妥当投資額を事業計画期間内の総事業費で除して得た値とし、妥当投資額は、事業計画期間内の総効果額を還元率で除して得た額とする。

還元率＝（ｉ×（１＋ｉ）ｎ）÷（（１＋ｉ）ｎ－１）
※　ｉ＝割引率　　ｎ＝総合耐用年数

２　地域経済活性化計画策定事業

　次の（1）及び（2）の要件を満たすこと。

（1）　地域経済活性化計画を検討するための組織（以下「活性化協議会」という。）を設けるこ　と。

（2）　活性化協議会には、商工会又は商工会議所、市町村、県等の関係機関及び地域の事業者が参画していること、又は、参画が予定されていること。

３　地域経済活性化拠点施設整備事業

　次の（1）から（5）までのすべての要件を満たすこと。

（1）事業実施主体の体制が整っていること。

　＜審査項目＞

①事業の実施主体（責任主体）の明確性

②事業の体制

・人員体制、財務状況、ノウハウ等

（2）活性化拠点施設における事業計画が具体的なものであること。

　　＜審査項目＞

　　　①事業の適性

・法令、公序良俗等の見地からの事業の適正
　　　②活性化拠点施設の集客効果

・ターゲットとする顧客の明確性

・県外からの誘客も見込める高い集客性

・集客のための取組の具体性

　　　③事業の継続性

（3）活性化拠点施設と周辺の事業者等が連携した具体的かつ効果的な取組が行われること。

　　＜審査項目＞

　　　①活性化拠点施設と周辺の事業者等との具体的な連携内容

　　　②活性化拠点施設と周辺事業者等と連携した取組による効果

　　　③取組の進捗状況等の検証

（4）補助事業としての内容が適切なものであること。

　　＜審査項目＞

　　　①事業規模及び内容

②経費配分

・事業の経費配分の適正

・不要な経費の有無

（5）①及び②の補助要件を満たすこと。

①直接雇用の発生(活性化拠点施設がテナント形体の場合は入居事業者における新規雇用を含む）

②波及効果の発生（１．０以上）
